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　加米自由貿易協定（1989年1月1日発効）の内容を承
継し、メキシコを含めた北米大陸全域に拡大した北米自
由貿易協定（NAFTA）が1994年1月1日に発効した。
　カナダにおいて、自由貿易協定への道を切り拓く契
機になったのは、一説では1965年の加米自動車協定
（Auto　Pact、2001年に段階的に廃止）といわれている。
他方、この協定は、基本的に自由貿易協定ではなく、政
府や企業による一種の管理貿易という指摘もなされてお
り、必ずしもその点に関する評価は定まっていない。
　加米自由貿易協定が締結され、カナダは現実的に米国
との経済統合に向かって急速に傾斜していくことになる。
この結果、カナダはいくつかの成果を得ることができた。
それらのうち主なものを挙げると、①米国の通商法の恣
意的適用を阻止することが可能となった。②特定分野を
除く同国民待遇を得ることにより、米国の外資規制への
対応が可能になった。③カナダ金融機関が米国の金融機
関と同等の権利をもつことが可能になった。④ビジネス
マンの相互自由移動が認められた。⑤天然ガスの輸出が
増大した。⑥文化産業や福祉事業に関して、カナダは除
外項目を認めさせた。これらの諸点は、その後の北米自
由貿易協定にも引き継がれていった。
　二国間の自由貿易協定段階の経済効果として、カナダ
の対米国輸出が34％増加し、輸入も28％増加し、この
傾向は現在にも継続している。製造業品においては、最
終製品の比重が増加してきており、とりわけ自動車の米
国への輸出が急増し、93年末には、カナダの対米自動
車輸出は日本のそれを凌駕し、最大の対米自動車輸出国
になっている。同様に、テレコミュニケーション、精密
機械、ハイテク製品などの輸出も増加してきている。
　カナダにおける自由貿易協定に関する議論は、1980
年代後半頃か；らに活発に行われるようになり、反対の
立場の意見は1概ね①高付加価値製造業の競争力を低
下させ、製造業の米国移転を促す。②カナダの輸出構
成に占める資源商品の比重を高め、全体的にカナダの
雇用機会を減少させる、というものが多かった。
　北米自由貿易協定を例にして、その影響をみると、
その発効により、①自動車部品関税が9．2％から米国並
みの2．5％に下げられ、エンジン部品についてゼロとな
った。②域外国を考慮した重要な決定であり、カナダ
の伝統的な外資誘引ツールであったデューティ・レミ
ッション（戻し関税）がなくなり、国内の生産と生産
比率の均一条件化が図られることになった。
　北米自由貿易協定により、二国間自由貿易協定への評
価と同様に、カナダの工場はメキシコまたは米国南部へ
流出する、という否定的な指摘が一つの潮流を成した。
また、カナダ産業の米国産業への一層の従属化が進展す
るであろうという予測や懸念を示す研究も少なくなかっ
た。事実、この協定締結時期をはさむ1992年と1997年間
に、カナダの代表的産業部門である自動車産業の雇用数
は、最大集積地であるオンタリオ州の統計によると、大
幅に減少している。逆に、自動車部品の雇用数が急速に
増加するようになり、カナダ産業の米国産業への従属化
が進んでいることの証左と見てとる研究も少なくない。
特に、北米大陸的なスケールでの経済統合が進むなかで、
膨大な低賃金労働者層を抱えるメキシコに対比して、外
資のみでなくカナダ企業の立地誘導を図る意味において、
カナダの労働集約的要素の脆弱性は明確である。米国企
業のメキシコへの移転のみでなく、オンタリオ州に本拠
を置くMAGNAのようなカナダの主要企業もメキシコで
工場建設を進めるケースが次第にみられるようになった。
カナダがこの事態にいかに対応政策を展開していくかは、
同様に日本にとっても重要な参考事例になるであろう。
　この研究では、自動車産業の他、カナダは航空宇宙
産業やハイテク産業など先端産業部門でもすぐれた生
産技術を有していることから、広域化する自由貿易市
場の形成がこれら部門に与える影響、さらにそれらを
含め諸産業が依拠している地域および地域経済への影
響とその複雑な実態が明らかにされる。
　同時に、この種の協定では、構成内容や項目が年々
大幅に修正されることが少なくない。例えば2001年に
は、自動車協定が失効したのにともない、それまで北
米自由貿易協定でも同様に適用されてきた自動車・同
部品の輸入は無税という項目を、一律6ユ％の関税を賦
課するという項目に修正している。また、2002年から
北米産としての認定基準が62．5％の現地調達率に引き
上げられ、域外企業のカナダを含む北米自由貿易圏内
への立地誘導強化につながっている。こうしたなかで、
日本企業を含む外資のオンタリオ州への立地が進み、
この結果カナダにおける地域経済の発展に不均等性が
顕著に現出してきている。この点も、本研究の重要な
論点の一つとして明らかにされる。
